
カ
ネ
ボ
ウ
化
粧
品
が
自
主
回

収
す
る
対
象
商
品
は
ア
ジ
ア
で

も
販
売
し
て
い
た
。
ア
ジ
ア
で

は
１
９
９
０
年
代
半
ば
か
ら
製

造
物
責
任
法

（Ｐ
Ｌ
法
）
な
ど

消
費
者
保
護
策
の
整
備
が
進
ん

で
お
り
、
消
費
財
を
取
り
扱
う

日
本
企
業
も
積
極
的
な
対
策
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。
　
　
　
．

カ
ネ
ボ
ウ
は
台
湾
や
香
港
、

韓
国
、
タ
イ
な
ど
１０
カ
国

・
地

域
で
２
ブ
ラ
ン
ド
を
販
売
し
て

い
る
。
ア
ジ
ア
地
域
で
の
年
間

売
上
高
は
約
１０
億
円
で
、
こ
の

う
ち
台
湾
が
７
割
を
占
め
る
。

Ｈ
日
時
点
で
自
斑
症
状
が
確
認

さ
れ
た
人
数
は
１０
カ
国

・
地
域

で
６５
人
で
、
そ
の
う
ち
台
湾
が

５４
人
。
４
万
２
８
０
０
個
を
回

収
し
た
が

一
販
売
数
量
が
把
握

で
き

て
お
ら
ず
回
収
率
は
不

明
」

（カ
ネ
ボ
ウ
化
粧
品
）
と

い
う
。

台
湾
で
は
９４
年
に
消
費
者
保

護
法
が
施
行
さ
れ
た
。
同
法
は

製
造
物
責
任
に
関
す
る
規
定
を

含
ん
で
い
る
。
過
失
の
有
無
を

問
わ
ず
、
設
計
か
ら
生
産
、
輸

入
、
包
装
者
な
ど
そ
れ
ぞ
れ
の

役
割
を
担

っ
た
企
業
の
責
任
が

問
わ
れ
る
。
損
害
賠
償
に
つ
い

て
も
、
懲
罰
的
な
賠
償
金
の
支

払
い
を
命
じ
る
制
度
を
持

つ
。

韓
国
や
タ
イ
な
ど
で
も
２
０
０

０
年
以
降
、
Ｐ
Ｌ
法
が
施
行
さ

れ
た
。

ア
ジ
ア
で
は
消
費
者
の
権
利

意
識
は
強
く
な
く
、
巨
額
の
賠

償
に
つ
な
が
る
事
例
は
ま
だ
少

な
い
。
海
外
の
Ｐ
Ｌ
法
に
詳
し

い
東
京
リ
ス
ク
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン

ト

（東
京

・
千
代
田
）
の
大
室

順

一
郎
社
長
は

「今
回
の
事
件

を
機
に
対
策
を
取
る
企
業
も
増

え
て
く
る
」
と
み
て
い
る
。

日本企業は対策必要

アジアで進む消費者保護


